
 

二 酸 化 炭 素 炭 層 固 定 化 技 術 開 発 お よ び モ ニ タ リ ン グ 技 術  

藤田眞仁 （㈱環境総合テクノス） 

 

キーワード：地球温暖化，石炭，CCS，CO2，夕張 
 

1. はじめに 
経済産業省の「二酸化炭素固定化・有効利用

技術等対策事業」の一つである二酸化炭素炭層

固定化技術開発に取り組んできた。この技術は

石炭が CO2を吸着しやすい特性に着目し、CO2

を地下の石炭層に閉じ込めるとともに、石炭層

中で CO2と置換した未利用資源の CH4を回収

利用することによって、経済性に優れた CO2

貯留技術となりうるものである。 
北海道夕張市において予備実験を行い、石炭

層に CO2を圧入し、CH４を産出する試験を実

施した。       
 

   図 1 CO２圧入予備実験概略図 
 
２．技術開発の概要 
本技術開発は、室内実験と調査研究を行う

基礎研究と、現場において要素技術を確立す

る予備実験とに分かれており、それぞれの実

施項目について大学、研究機関および民間企

業等の協力を得て実施した。また、本技術を

事業化する際の指標となるコスト試算および

事業化に伴う社会受容性についての経済性検

討も実施した。 

 
 

３．予備実験の概要 
本技術開発の最終目標は、将来の事業化に向

けた実用化の検証であるが、その前提として、

実証試験における最適な設備の仕様、圧入方法

等、基本設計を含む基礎技術の確立を目的とし

た予備実験を行った。 

予備実験としては、CO2圧入予備実験（実験

サイトの選定、地質構造、炭層特性、CO2圧入

時の CO2挙動および CH4産出量の調査）、モ

ニタリング技術の検討（本技術の安全性の確認

や、環境影響がないことを確認）、CO2分離回

収効率向上の検討（既存の CO2分離回収技術の

さらなる低コスト化）を行った。 

本報告では、CO2圧入予備実験ならびにモニ

タリング技術の検討について紹介する。 

 

４．CO2圧入予備実験の結果の概要 

CO2圧入予備実験は、実際の炭層に CO2を圧

入できることと、CO2圧入によって、産出 CH4

が増進されることを立証するものであり、この

実験に適したサイトを選定する必要がある。 

平成 14年度に既存資料および文献について

調査を行い、石炭埋蔵量、ガス包蔵量および地

層条件等について検討した結果、北海道夕張市

の石狩炭田の一部を実験サイトに決定した。平

成 15年度には圧入井の掘削、貯留層特性の把握

を行い、平成 16年度には観測井の掘削、CO2

圧入設備を設置し、平成 16年 11月より CO2圧

入試験を実施した。 

4.1 平成 16年度および 17年度実績 
圧入当初の圧入量は、1 日当り２ｔ程度で推
移し、目標（５ｔ/日）を大幅に下廻った。ガス
（主に CH4）産出量は、初期の段階では 100Nm3

未満であったが、CO2圧入とともに増加傾向を

示し、CO2圧入終了後には 200Nm3を超過した。

平成 16 年度の圧入試験は、短期間で終了し、
圧入した CO2も 36ｔと僅かであった。 
平成 17年度は、8月から CO2圧入を開始し、

約 1.5ヶ月間試験を実施した。CO2圧入当初は、

前年度と同様の状況で推移したが、後半では 1
日当り３ｔ以上の圧入量を達成した。この年の



CO2圧入量は、121tであった。ガス産出量も初
期段階では、ほぼ前年度と同様の傾向を示して

いたが、CO2圧入を継続することにより、増加

傾向は継続し、 CO2 圧入前のガス産出量

70Nm3/日に対し、最大時で 1 日当り 370Nm3

の産出を得た。この現象は CO2圧入による増産

効果と評価している。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
4.2 平成 18年度実績 
平成 17年度までの実績では、CO2圧入量が 1
日当り２ｔから 3.5ｔ程度であったため、注入
性改善のための方策を種々検討した。 
一つの方策として、窒素を圧入することとし

た。その理由は、海外情報として石炭が CO2

を吸着すると、石炭組織が膨潤して、ガスの通

路となるクリート（微細な亀裂）を閉鎖し、CO2

の注入性が下がることがあると報告されてい

る。したがって、その逆の現象として CO2を吸

着した石炭に、窒素を注入すると、吸着してい

た CO2が脱着して石炭の膨潤が緩和され、注入

性が改善される可能性があると推測した。 

図３ 平成 18年度 CO2圧入実績 
 
そこで、CO2を圧入した後に、窒素を圧入し、

再び CO2を圧入したところ、窒素圧入前に比較

して圧入量が、増加する傾向が見られた。しか

しながら、その注入性が長く継続しないことか

ら、より効果的な窒素の圧入方法について検討

する必要があると考えている。これらの試験の

結果、平成 18 年度の CO2圧入量は 356t であ
った。また、ガス産出量は窒素圧入前には約

100Nm3/日であったものが 5 月 23 日には約
700Nm3/日に増産し、早期の増産効果を確認で
きた。 
 
５.モニタリング技術検討 

我が国初の二酸化炭素炭層固定化技術開発の

実施に際し、安全性、環境影響を確認するため

の最適なモニタリング手法の確立が不可欠であ

る。 
平成 15年度に現地踏査により現地状況を把

握した上で、CO2圧入実験場所の周辺環境に適

したモニタリング調査地点を選定し、モニタリ

ングを開始した。平成 16年度には手法の改良や

調査地点の追加を行い、CO2圧入予備実験終了

後の平成 19年 11月までモニタリングを継続し

た。 

5.1モニタリングの概要 

CO2圧入予備実験場所および周辺地域におけ

るモニタリングとして平成 15年度から平成 19

年度まで、地盤変位モニタリング（水準測量、

傾斜計観測）、環境モニタリング（土壌ガス濃

度測定、地下水測定、自然放射能測定）を実施

した。調査地点位置を図４に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ モニタリング調査地点 
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図２ 平成 16・17年度 CO2圧入実績 



5.2測定結果 

a)水準測量 

圧入井及び観測井を中心に設けた水準点の高

さの変化を一等水準測量により把握した。各水

準点ともに積雪期を挟んで変化したが、CO2圧

入の影響が初期に及ぶと想定される孔井跡の鹿

島３号と断層において地盤の変化はなく CO2 

圧入による影響は見られなかった。 

b)傾斜計観測 

地表より約 0.5ｍ深さに傾斜計を設置し観測

を行った。融雪による影響や CO2の運搬車両等

の通行による影響は認められたが、CO2圧入に

よる変動は確認されなかった。 

c)土壌ガスの CO2濃度測定 

土壌ガスは定点に埋設したチャンバー内の土

壌ガスをポータブルの CO2 測定器等により測

定を行った。また、土壌ガスをサンプリングし

てガスクロマトグラフ等により分析を行った。

測定結果より土壌中の CO2 濃度の変化は降雨

と密接な関係があり、台風などによる降水量の

増加により土壌ガス中の CO2 濃度が急激に上

昇する傾向が確認されたが、CO2圧入による変

動は確認されなかった。 

d)地下水水質 

地下水が湧水している測定点においてサンプ

リングし、分析を行った。分析項目は Ca、Mg、
Na、K、Cl、SO4、アルカリ度、NO3-N等であ
る。水質分析結果の各地点の水質は安定してお

り、CO2圧入開始後の試験結果は、各地点とも、

特に変化は見られない。 

e)定点γ線スペクトル測定 

地層中には、ウラン系列、トリウム系列の放

射性元素が均一に包蔵されており、断層付近に

おいてはそれらの娘元素である放射性希ガスの

ラドンが断層を伝い地表近傍に上昇し、放射線

強度が高くなることが広く知られている。注入

CO2の地表への漏洩は、断層等の亀裂を伝い地

表へ達する可能性が考えられる。断層付近にお

いてラドンガスの放射強度変化が、CO2の濃度

変化よりも先に現れることから、ラドンの娘元

素である Bi-214、Tl-208 の放射線強度の変化
を測定することにより、CO2が地表へ達する前

に漏洩を捉えるものである。調査の結果、各測

定点ともに変化は小さく、本事業の実施による

CO2の漏洩と関連するような傾向は確認されな

かった。 

 

 

5.3まとめ 

すべての環境モニタリングにおいて、CO2圧

入による変動は確認されなかった。 
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